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国土交通省
関東地方整備局役務の提供等における入札契約分類

契約方式
対象業務 (参考)契約件数

適用範囲の考え方 詳細 H30 R1 R2

企画競争方式

当該業務の内容が技術的に
高度なもの又は専門的な技
術が要求される案件であっ
て、提出された企画提案に
基づいて、仕様を作成する
ほうが最も優れた成果を期
待できる場合

①高度な企画立案を要する業務

133 133 109

②高度で高い信頼性を要する業務

一般競争

総合評価落札方式

事前に仕様を確定可能であ
るが、入札者の提示する技
術等によって、調達価格の
差異に比して、成果に相当
程度の差異が生じることが
期待できる場合

①政府調達協定対象調達のうち、
コンピュータ製品及びサービスの
調達で、80万SDR（1億2千万円）
を超える案件

57 69 65
②政府調達協定対象調達のうち、
電気通信機器及びサービスの調達
で、38.5万SDR（5千8百万円）を
超える案件

③上記以外で、総合評価落札方式
を適用する調達

最低価格落札方式
総合評価落札方式及び企画
競争（プロポーザル）方式
によらない場合

上記以外（100万円以上） 多数 多数 多数

上記方式
から移行

参加者の有無を確認
する公募手続

特殊な技術または設備等が不可欠であるとして、発注者の判
断により、特定の者と契約をしていたようなものについて、
透明性・競争性を確保するため、当該技術または設備等を明
示して他に参加者がいないか確認する必要がある業務

20 17 15

0

※令和2年度は、12月末現在の契約件数
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〔 役務の提供等（企画競争方式） 〕



役務の提供等における企画競争方式の適用

対象業務

※平成１８年８月２５日付け『公共調達の適正化について』（財計第２０１７号）が通知され、 「複数の者に企画書等の提出を求め、その内容について審
査を行う方法 （企画競争）」 が定義等されたこと受け、国土交通省は「企画競争の実施について」（平成１８年１１月１６日）により統一的な手続き等が定
められ、関東地方整備局では平成１８年１２月より企画競争方式を導入している。 1

「役務の提供等」であって、

【１】高度な企画立案を要する業務

（ex．企画立案を伴う広報媒体の制作や催事の運営等に関する業務）

【２】高度で高い信頼性を要する業務

（ex．迅速性・信頼性を要する情報提供業務やシステム開発・改良業務
不動産鑑定評価業務）

等の企画提案書等の提出を求める必要があるもの

【高度な企画立案を要する業務の例】
①パンフレット等の印刷物の製作に関する企画・編集
②ホームページの作成に関わる企画・編集
③ビデオ等映像資料作成に関わる企画・制作
④催事の開催に関わる企画・運営
⑤国土交通行政情報の情報提供施設（ｲﾝﾌｫﾒｰｼｮﾝｾﾝﾀｰ等）の管理・運営に関する企画・運営
⑥国土交通行政情報の情報提供に関する企画・運営

【高度で高い信頼性を要する業務の例】
①迅速性・信頼性を要する情報提供業務
②情報処理システムの開発・改良業務
③研究・開発に関する業務
④不動産鑑定評価等業務
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企画競争方式の契約実施状況
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Ｈ２２～Ｒ２年度の契約件数の平均は120件
※１）不動産鑑定評価等業務が企画競争に移行したため、大幅増
※２）不動産鑑定評価等業務が、複数とりまとめて発注する方法へ変更したため、大幅減
※３）令和２年度は、12月末現在の契約件数（次ページ以降同様）
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パンフ・ビデオ等 ホームページ イベント 新聞掲載 情報システム 研究・開発 不動産鑑定

複数応札

1者応札

1者応札率

1者応札率
（％）

件数

53%

企画競争方式の契約実施状況
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【２】高度で高い信頼性を要する業務

情報システム：②情報処理システムの開発・改良業務

研究・開発 ：③研究・開発に関する業務

不動産鑑定 ：④不動産鑑定評価等業務

※「①迅速性・信頼性を要する情報提供業務」は関東
地整で発注実績無し

近年の分類別契約状況 及び １者応札状況

【１】高度な企画立案を要する業務

パンフ・ビデオ等：①パンフレット等の印刷物の製作に関する企画・編集

③ビデオ等映像資料作成に関わる企画・制作

ホームページ ：②ホームページの作成に関わる企画・編集

イベント ：④催事の開催に関わる企画・運営

⑤国土交通行政情報の情報提供施設（ｲﾝﾌｫﾒｰｼｮﾝｾﾝﾀｰ等）の

管理・運営に関する企画・運営
：⑥国土交通行政情報の情報提供に関する企画・運営

高度な企画立案を要する業務 高度で高い信頼性を要する業務

＜分類＞

新聞掲載

企画競争方式で発注した国土交通
省全体の1者応札率（Ｈ３０実績）

年度



企画競争方式 令和２年度実施状況

4

１．企業の技術力が十分発揮できる競争環境の確保

１－２ 一者応札（応募）案件の事前・事後の検証

●対応の余地があるものについては、『契約手続開始前』に複数者が提案できる環境を構築
するための措置の検討・実施、『契約手続終了後』においてその効果検証を行い、効果が見
られた対策をイントラに公表。

●対応の余地があるものについては、入札説明書を受理したが入札に参加しなかった者への
アンケートを実施し、入札に参加しなかった理由を把握する。

１－１ 応募しやすい環境整備

●ＲＳＳ機能搭載によるタイムリーな情報提供

●具体的な業務内容の情報提供

●予定情報の公表時に「業務概要」の情報提供

（平成２５年８月よりＲＳＳ機能搭載）

・不定期に公示する企画競争案件の周知をRSS機能により情報発信を実施した。
ユーザーに新着情報の配信が出来ることから、広く情報提供できる環境となっていると考えられる。
また、関東地整のホームページに業務概要情報を掲載していることから、広く情報提供できる環境
となっている。

・１者応札の解消に向けた取り組みについて、当局イントラネットに掲載したことで次の発注に向け
た内容の検討が出来るものと考えられる。

・１者応札だった案件について参加しなかった者からアンケート結果を収集。技術者の配置が出来な
かった等の理由が多く、発注者側で注意すべき事柄は対応していると考えられる。



企画競争方式 令和２年度実施状況

5

１．企業の技術力が十分発揮できる競争環境の確保

●業務の性質上可能と判断されるものは賃貸借と保守の一体契約、リスクを考慮したうえで
の長期的な企業判断を可能とするため複数年契約の予算措置を引き続き検討する。

１－３ 複数年契約などの予算措置

・これまでの契約件数が１件と少ないことから、複数年契約の件数を増やすことを検討するように
対応に努めた。

２．技術評価に関する更なる透明性・客観性の確保

●評価項目・配点は令和２年度も引き続き適用。
２－１ 企画提案の透明性・客観性の確保

・総合評価審査委員会等で評価項目及び配点案を審議した結果、これらの特段の意見もなかったこと
から引き続き使用した。

３．効率的な事務手続きへの取り組み

３－１ 業務の内容に応じた対応

●システム改良業務等、一者応札が続き複数者応札が見込めない業務は、業務内容を明示
して他の参加者がいないか確認する「参加者の有無を確認する公募手続」に順次移行す
る。

・過年度から継続する案件と思われるものは担当部署に参加者の有無を確認する公募手続きに移行す
るよう対応に努めた。



6

３．効率的な事務手続きへの取り組み

３－３ 入札説明書における評価項目等の改訂時期

●入札説明書における評価項目などの改訂は、速やかに実施する。

３－２ 第三者による審議の効率的運用

●企画提案特定において標準的な評価様式を使用する場合「企画提案の評価方法の決定」
（第1回目審議）は、審議の省略を可能とし、「企画提案の評価・審査」（第2回目審議）にお
いて最終審議を行う。

●企画提案書の提出が1者の場合は、 「企画提案の評価・審査」（第2回目審議）を省略可能
とする。なお、企画提案が的確性、実現性に著しく欠ける場合で、特定しない場合は、審議
を行うものとする。

企画競争方式 令和２年度実施状況

・標準的な評価方法で評価を実施する場合は１回目の審議を省略して実施した。これにより業者の
提案書作成期間への確保に繋がったと考えられる。

・結果的に提案者が１者の時は、これまでの実績で提案内容が的確性、実現性に欠ける内容でない
と判断されれば、速やかに契約手続きを進めることができ、早期の業務着手に繋がったものと考
えられる。

・ワーク・ライフ・バランスの評価項目における配点の変更があり、入札説明書に記載しているこ
とから改訂を速やかに行い、契約手続きに反映できたと考えられる。



企画競争方式 令和２年度実施状況
４．品質確保に関する試行

7

① 令和２年度より新評定様式（H30策定）にて評定試行を実施。
② 試行対象の業務は下記の通り継続。

③ 令和５年度を目処に試行を継続し、適正な企業の選定に資することができるか検証する。
④ 評定結果の活用方策を検討する。

４－１ 業務成績評定の試行

【２】高度で高い信頼性を要する業務

情報システム：②情報処理システムの開発・改良業務

研究・開発 ：③研究・開発に関する業務

【１】高度な企画立案を要する業務

パンフ・ビデオ等：①パンフレット等の印刷物の製作に関する企画・編集

③ビデオ等映像資料作成に関わる企画・制作

ホームページ ：②ホームページの作成に関わる企画・編集

イベント ：④催事の開催に関わる企画・運営

⑤国土交通行政情報の情報提供施設（ｲﾝﾌｫﾒｰｼｮﾝｾﾝﾀｰ等）の

管理・運営に関する企画・運営

：⑥国土交通行政情報の情報提供に関する企画・運営

※不動産鑑定評価等業務は成績評定対象外

メディアを活用
した広報



企画競争方式 令和２年度実施状況
４．品質確保に関する試行

8

４－１ 業務成績評定の試行

・新様式による平成30年度～令和２年度の成績評定分布を実施した。
新聞掲載、イベント運営いずれも74～79点で、平均点は75点前後。業務分類による差異は見ら
れないことから評価できていると考えられる。
今後も成績評定を収集し、活用方策の検討を行う。
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企画競争方式 令和２年度実施状況
４．品質確保に関する試行

9

４－２ 過去の実績の確認のためのデータ整理

①当局内の令和２年度の役務（企画競争）受注実績データを収集・整理し、データベースに追加
登録し、当局内イントラネットに掲載する。

②発注担当者が競争参加者から提出された該当実績の確認に活用する。

③活用を進めつつ、課題があれば、改善する。

・平成１９年度から役務（企画競争）の受注実績データに、今年度分のデータを収集し更新予定。
イントラネットに掲載することで、各部・事務所が発注の際、同様の業務内容があれば参考資料と
して使用することができ、職員の業務効率化が図られたと考えられる。



企画競争方式 令和３年度実施方針
１．企業の技術力が十分発揮できる競争環境の確保

１－２ 一者応札（応募）案件の事前・事後の検証

●一者応札となりそうな案件については、『契約手続開始前』に複数者が提案可能となる環境
構築に向けた措置を検討・実施。『契約手続終了後』効果検証を行い、効果が見られた対策
をイントラに公表。
●入札説明書を受理したにもかかわらず入札参加しなかった者へアンケートを実施し、不参
加の理由を把握する

10

●業務の性質上可能と判断されるものは、賃貸借と保守の一体契約やリスクを考慮したうえ
で、長期的な企業判断を可能とするために複数年契約の予算措置を引続き検討する。

１－３ 複数年契約などの予算措置

１－１ 応募しやすい環境整備

●具体的な業務内容の情報提供として予定情報の公表時に
「業務概要」を記載。

●ＲＳＳ機能搭載によるタイムリーな情報提供。
（平成２５年８月よりＲＳＳ機能搭載）

継続

継続

継続

２．技術評価に関する更なる透明性の確保

●評価項目・配点は令和３年度も引き続き適用。

２－１ 企画提案の透明性の確保

継続



３．効率的な事務手続きへの取り組み

３－１ 業務の内容に応じた対応

●システム改良業務等、一者応札が続き複数者応札が見込めない業務は、業務内容を明示
して他の参加者がいないか確認する「参加者の有無を確認する公募手続」で実施すること
を基本とし、大規模なシステム改良等を行う場合に企画競争方式を活用する。
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企画競争方式 令和３年度実施方針

３－３ 入札説明書における評価項目等の改訂時期

●入札説明書における評価項目などの改訂は、速やかに実施する。

３－２ 第三者による審議の効率的運用

●企画提案特定において標準的な評価様式を使用する場合「企画提案の評価方法の決定」
（第1回目審議）は、審議の省略を可能とし、「企画提案の評価・審査」（第2回目審議）にお
いて最終審議

●企画提案書の提出が1者の場合は、 「企画提案の評価・審査」（第2回目審議）を省略可
能とする。なお、企画提案が的確性、実現性に著しく欠ける場合で、特定しない場合は、審
議を行うものとする

継続

継続

継続



企画競争方式 令和３年度実施方針
４．品質確保に関する試行

12

① 令和３年度も引き続き、新評定様式（H30策定）にて評定試行を実施。
② 試行対象の業務は下記の通り継続。

③ 令和5年度を目処に試行を継続し、適正な企業の選定に資することが出来るか検証する。
④ 評定結果の活用方策を検討する。

４－１ 業務成績評定の試行

継続

【２】高度で高い信頼性を要する業務

情報システム：②情報処理システムの開発・改良業務

研究・開発 ：③研究・開発に関する業務

【１】高度な企画立案を要する業務

パンフ・ビデオ等：①パンフレット等の印刷物の製作に関する企画・編集

③ビデオ等映像資料作成に関わる企画・制作

ホームページ ：②ホームページの作成に関わる企画・編集

イベント ：④催事の開催に関わる企画・運営

⑤国土交通行政情報の情報提供施設（ｲﾝﾌｫﾒｰｼｮﾝｾﾝﾀｰ等）の

管理・運営に関する企画・運営

：⑥国土交通行政情報の情報提供に関する企画・運営

４－２ 過去の実績の確認のためのデータ整理

① 当局内の令和元年度の役務（企画競争）受注実績データを収集・整理し、データベースに追
加登録し、当局内イントラネットに掲載する。

② 発注担当者が競争参加者から提出された該当実績の確認に活用する。

③ 活用を進めつつ、課題があれば、改善する。

継続

メディアを活用
した広報



評価点配分表、評価項目

【役務】

（適用時期：令和２年８月１日以降）
※R2.8 ＷＬＢ評価配分の変更

及び
（適用時期：平成２９年４月１日以降）

※変更前の様式

（参考資料）



企画競争方式（高度な企画立案を要する業務）における評価目安（案）

関東地方整備局

評価項目 評価の着目点
高度な企画提案を要する業務

備考必須：○
選択：△

参加資格 配点の比重 配点の割合

企業の評価

業務実績 同種・類似業務の実績 △
業務の実績を有
すること

※特段の必要性がない限り設定はしない。
※過去10年間、原則１件。（ヒアリングを通じて内容を再確認。）
※設定時には参加可能者が複数いることを確認しておく。

ワーク・ライフ・バランス等の推進に関
する指標

○ ３

２割

（当該認定に該当する場合のみ）ワーク・ライフ・バランス等
の推進に関する指標の適合状況（該当することを証明する
書類（認定通知書の写し等））の提出を求め、その認定度合
いにより加点する。

フリー項目 △
※特段の必要性がない限り設定はしない。
※客観的に評価できる項目とする。

配置予定技術者
の評価

業務経験 同種・類似業務の実績 ○
業務の実績を有
すること

１０ ※過去10年間、原則１件。（ヒアリングを通じて内容を再確認。）

フリー項目 △
※特段の必要性がない限り設定はしない。
※客観的に評価できる項目とする。

専任性 手持ち業務量 ○
専任性が確保で
きること

（目安）手持ち業務量、４億円以上、１０件未満であること。

業務実施体制 業務実施体制の妥当性 ○
業務の実施体制が適切である
こと

業務実施方針・実施フロー・工程表・その他 ○ ２０

８割

ヒアリングを通じた評価を本項目に反映する。

特定テーマに対する企画提案 ○ ３０ ヒアリングを通じた評価を本項目に反映する。

参考見積り 参考見積りの妥当性 ○
参考見積りの
妥当性

配点の合計 ６３ (選択項目を選択した場合にも、配点は基本的に変更しない。）

※特定テーマについては、1テーマを基本とし、業務内容に応じてテーマを追加する。

：必須項目 ：評価の重み

企画競争方式の標準的な評価点 【高度な企画立案を要する業務】
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変更後



企画競争方式（高度な企画立案を要する業務）における評価目安（案）

関東地方整備局

評価項目 評価の着目点
高度な企画提案を要する業務

備考必須：○
選択：△

参加資格 配点の比重 配点の割合

企業の評価

業務実績 同種・類似業務の実績 △
業務の実績を有
すること

※特段の必要性がない限り設定はしない。
※過去10年間、原則１件。（ヒアリングを通じて内容を再確認。）
※設定時には参加可能者が複数いることを確認しておく。

ワーク・ライフ・バランス等の推進に関
する指標

○ ２

２割

（当該認定に該当する場合のみ）ワーク・ライフ・バランス等
の推進に関する指標の適合状況（該当することを証明する
書類（認定通知書の写し等））の提出を求め、その認定度合
いにより加点する。

フリー項目 △
※特段の必要性がない限り設定はしない。
※客観的に評価できる項目とする。

配置予定技術者
の評価

業務経験 同種・類似業務の実績 ○
業務の実績を有
すること

１０ ※過去10年間、原則１件。（ヒアリングを通じて内容を再確認。）

フリー項目 △
※特段の必要性がない限り設定はしない。
※客観的に評価できる項目とする。

専任性 手持ち業務量 ○
専任性が確保で
きること

（目安）手持ち業務量、４億円以上、１０件未満であること。

業務実施体制 業務実施体制の妥当性 ○
業務の実施体制が適切である
こと

業務実施方針・実施フロー・工程表・その他 ○ ２０

８割

ヒアリングを通じた評価を本項目に反映する。

特定テーマに対する企画提案 ○ ３０ ヒアリングを通じた評価を本項目に反映する。

参考見積り 参考見積りの妥当性 ○
参考見積りの
妥当性

配点の合計 ６２ (選択項目を選択した場合にも、配点は基本的に変更しない。）

※特定テーマについては、1テーマを基本とし、業務内容に応じてテーマを追加する。

：必須項目 ：評価の重み

企画競争方式の標準的な評価点 【高度な企画立案を要する業務】
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変更前



関東地方整備局

評価項目 評価の着目点
高度で高い信頼性を要する業務

備考必須：○
選択：△

参加資格 配点の比重 配点の割合

企業の評価

業務実績
同種・類似業務の
実績

△
業務の実績を有する
こと

※特段の必要性がない限り設定はしない。
※過去10年間、原則１件。（ヒアリングを通じて内容を再確認。）
※設定時には参加可能者が複数いることを確認しておく。

地域性 地理的条件 △
本・支店・営業所が所
在

※特段の必要性がない限り設定はしない。
（緊急時対応など業務上必要不可欠な場合に限り設定。）

設備等条件
必要な設備等の
有無

△
業務に必要な設備を
有すること

５

３割

※業務の内容から必要不可欠な場合に条件を明確にし設定。

技術力
専門分野の技術
職員の状況

△ ５ ※業務の内容から必要不可欠な場合に条件を明確にし設定。

ワーク・ライフ・バランス等の
推進に関する指標

○ ３

（当該認定に該当する場合のみ）ワーク・ライフ・バランス等の
推進に関する指標の適合状況（該当することを証明する書類
（認定通知書の写し等））の提出を求め、その認定度合いによ
り加点する。

フリー項目 △
※特段の必要性がない限り設定はしない。
※客観的に評価できる項目とする。

配置予定技
術者の評価

資格要件 技術者資格 △
業務に必要な資格を
有すること

５ ※業務の内容から必要不可欠な場合に条件を明確にし設定。

業務経験
同種・類似業務の
実績

○
業務の実績を有する
こと

１５ ※過去10年間、原則１件。（ヒアリングを通じて内容を再確認。）

フリー項目 △
※特段の必要性がない限り設定はしない。
※客観的に評価できる項目とする。

専任性 手持ち業務量 ○
専任性が確保できる
こと

（目安）手持ち業務量、４億円以上、１０件未満であること。

業務実施体制
業務実施体制の
妥当性

○ 業務の実施体制が適切であること

業務実施方針・実施フロー・工程表・その他 ○ ２０
７割

ヒアリングを通じた評価を本項目に反映する。

特定テーマに対する企画提案 ○ １５ ヒアリングを通じた評価を本項目に反映する。

参考見積り参考見積りの妥当性 ○ 参考見積りの妥当性

配点の合計 ５３ (選択項目を選択した場合にも、配点は基本的に変更しない。）

※特定テーマについては、1テーマを基本とし、業務内容に応じてテーマを追加する。

：必須項目 ：評価の重み

企画競争方式の標準的な評価点 【高度で高い信頼性を要する業務】
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企画競争方式（高度で高い信頼性を要する業務）における評価目安（案）
変更後



企画競争方式（高度で高い信頼性を要する業務）における評価目安（案）

関東地方整備局

評価項目 評価の着目点
高度で高い信頼性を要する業務

備考必須：○
選択：△

参加資格 配点の比重 配点の割合

企業の評価

業務実績
同種・類似業務の
実績

△
業務の実績を有する
こと

※特段の必要性がない限り設定はしない。
※過去10年間、原則１件。（ヒアリングを通じて内容を再確認。）
※設定時には参加可能者が複数いることを確認しておく。

地域性 地理的条件 △
本・支店・営業所が所
在

※特段の必要性がない限り設定はしない。
（緊急時対応など業務上必要不可欠な場合に限り設定。）

設備等条件
必要な設備等の
有無

△
業務に必要な設備を
有すること

５

３割

※業務の内容から必要不可欠な場合に条件を明確にし設定。

技術力
専門分野の技術
職員の状況

△ ５ ※業務の内容から必要不可欠な場合に条件を明確にし設定。

ワーク・ライフ・バランス等の
推進に関する指標

○ ２

（当該認定に該当する場合のみ）ワーク・ライフ・バランス等の
推進に関する指標の適合状況（該当することを証明する書類
（認定通知書の写し等））の提出を求め、その認定度合いによ
り加点する。

フリー項目 △
※特段の必要性がない限り設定はしない。
※客観的に評価できる項目とする。

配置予定技
術者の評価

資格要件 技術者資格 △
業務に必要な資格を
有すること

５ ※業務の内容から必要不可欠な場合に条件を明確にし設定。

業務経験
同種・類似業務の
実績

○
業務の実績を有する
こと

１５ ※過去10年間、原則１件。（ヒアリングを通じて内容を再確認。）

フリー項目 △
※特段の必要性がない限り設定はしない。
※客観的に評価できる項目とする。

専任性 手持ち業務量 ○
専任性が確保できる
こと

（目安）手持ち業務量、４億円以上、１０件未満であること。

業務実施体制
業務実施体制の
妥当性

○ 業務の実施体制が適切であること

業務実施方針・実施フロー・工程表・その他 ○ ２０
７割

ヒアリングを通じた評価を本項目に反映する。

特定テーマに対する企画提案 ○ １５ ヒアリングを通じた評価を本項目に反映する。

参考見積り参考見積りの妥当性 ○ 参考見積りの妥当性

配点の合計 ５２ (選択項目を選択した場合にも、配点は基本的に変更しない。）

※特定テーマについては、1テーマを基本とし、業務内容に応じてテーマを追加する。

：必須項目 ：評価の重み

企画競争方式の標準的な評価点 【高度で高い信頼性を要する業務】
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変更前



企画競争方式（高度で高い信頼性を要する業務「不動産鑑定評価業務」）における評価目安（案）

企画競争方式の標準的な評価点 【高度で高い信頼性を要する業務】
（不動産鑑定評価業務）

17

関東地方整備局

評価項目 評価の着目点

【高度で高い信頼を要する業務】
（不動産鑑定評価業務）

備 考必須：○
参加資格 配点の比重 配点の割合

選択：△

企業の
経験及び能力

業務実績 同種又は類似業務の実績 ○
業務実績を有するこ
と

標準として過去１０年間、１件以上の業務実績がある
こと。

地域性 本支店・営業所の有無 △
本・支店・営業所が
所在すること

＊特段の必要性がない限り設定はしない。

配置予定技術者の
業務経験及び能力

資格要件 配置予定技術者の保有資格 ○
業務に必要な資格を
有すること

不動産鑑定士

業務経験 同種又は類似業務の実績 ○ ３５ 33%
①地価公示標準地又は地価調査基準地の評価等
に関する実績
②鑑定評価実績

業務の実施方針及び手法 業務実施方針 ○ ６５ 62%

取組指針
ワーク・ライフ・バランス等の
推進に関する指標

○ ５ 5%

配点の合計 １０５

■：必須項目 ：評価の重み

変更後



企画競争方式（高度で高い信頼性を要する業務「不動産鑑定評価業務」）における評価目安（案）

企画競争方式の標準的な評価点 【高度で高い信頼性を要する業務】
（不動産鑑定評価業務）
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関東地方整備局

評価項目 評価の着目点

【高度で高い信頼を要する業務】
（不動産鑑定評価業務）

備 考必須：○
参加資格 配点の比重 配点の割合

選択：△

企業の
経験及び能力

業務実績 同種又は類似業務の実績 ○
業務実績を有するこ
と

標準として過去１０年間、１件以上の業務実績がある
こと。

地域性 本支店・営業所の有無 △
本・支店・営業所が
所在すること

＊特段の必要性がない限り設定はしない。

配置予定技術者の
業務経験及び能力

資格要件 配置予定技術者の保有資格 ○
業務に必要な資格を
有すること

不動産鑑定士

業務経験 同種又は類似業務の実績 ○ ３５ 34%
①地価公示標準地又は地価調査基準地の評価等
に関する実績
②鑑定評価実績

業務の実施方針及び手法 業務実施方針 ○ ６５ 63%

取組指針
ワーク・ライフ・バランス等の
推進に関する指標

○ ３ 3%

配点の合計 １０３

■：必須項目 ：評価の重み

変更前



H30成績評定（試行）様式

【役務】
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〔 役務の提供等（総合評価落札方式（一般競争））〕





役務の提供等における総合評価落札方式（一般競争）の適用

①政府調達協定対象の調達のうち、コンピュータ製品及びサービスの調達で、

８０万ＳＤＲ（１億２千万円(R2-R3)）を超える案件

（ex．サーバ等賃貸借，システム開発・改良、保守等業務,サーバ等購入）
②政府調達協定対象の調達のうち、電気通信機器及びサービスの調達で、

３８．５万ＳＤＲ（５千９百万円(R2-R3)）を超える案件

（ex．通信設備等製造，電気通信設備保守業務）

①政府調達協定対象の調達のうち、コンピュータ製品及びサービスの調達で、

８０万ＳＤＲ（１億２千万円(R2-R3)）を超える案件

（ex．サーバ等賃貸借，システム開発・改良、保守等業務,サーバ等購入）
②政府調達協定対象の調達のうち、電気通信機器及びサービスの調達で、

３８．５万ＳＤＲ（５千９百万円(R2-R3)）を超える案件

（ex．通信設備等製造，電気通信設備保守業務）

透明性、公正性及び競争性の高い調達手続とするため運用を定めるとともに、所要の措置を執ることを申し合わせた『政府調達手続に関
する運用指針等について』（調達関係省庁申し合わせ）に基づき、本省の示す基準に沿ってすべての整備局が同一の方式にて実施している。
透明性、公正性及び競争性の高い調達手続とするため運用を定めるとともに、所要の措置を執ることを申し合わせた『政府調達手続に関
する運用指針等について』（調達関係省庁申し合わせ）に基づき、本省の示す基準に沿ってすべての整備局が同一の方式にて実施している。
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※総合評価の実施にあたっては、財務大臣との協議（個別又は包括）に基づき、本省の示す基準に沿ってすべての整備局が同一の方式にて実施して
いる。 なお、個別協議に基づく調達の総合評価の評価項目等の変更等については、その都度、本省が財務大臣協議を行うこととなっている。

③上記以外で、総合評価落札方式を適用する調達

（ex. ＭＰＳ業務，車両管理業務、国営公園運営維持管理業務）

本局 事務所 本局 事務所 本局 事務所 本局 事務所 本局 事務所 本局 事務所 本局 事務所

①-1 2 - 1 - 2 - - - 2 - 1 - 1 -

①-2 2 - 2 - 2 - 2 - 3 - 3 - 2 -

①-3 1 - - - - -

②-1 2 - - - 2 - 1 - 5 - 4 - 6 -

②-2 1 (1) 1 (1) 1 (10) 1 (10) 1 (13) 1 (12) 1 (14)

③-1 - - 1 - - - - - - - 1 - - -

③-2 1 (30) 1 (32) 1 (34) 1 (40) 1 (40) 1 (42) 1 (37)

③-3 2 - 3 - - - 2 - 3 - - - - -

10 (31) 9 (33) 8 (44) 7 (50) 16 (53) 11 (54) 11 (51)

令和３年度

〔参考〕総合評価落札方式（一般競争）の調達分類別の直近の契約件数及び令和３年度の発注予定件数

調達分類
平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度

サーバ等賃貸借（３･５箇年国債）
◦主にデータファイル等を収納するためのサーバやパソコンを賃貸借し、より円滑かつ効率的に職員の利用に供することを目的とする。

システム開発・改良、保守等業務（１年、２・３箇年国債）
◦各種システムの開発・改良又は保守、あるいはセキュリティ管理等を一元的に行う業務。（内容は案件によって様々）

サーバ等購入
◦主にデータファイル等を収納するためのサーバやパソコンを購入し、より円滑かつ効率的に職員の利用に供することを目的と

車両管理業務
◦職員が外勤業務を実施する際に必要な車両（官用車）の運行を確保するとともに、これに必要な車両の管理を行うもの。（総評：H24から順次

試行、H30からは本局及びすべての事務所の調達において適用）

国営公園運営維持管理業務（5箇年国債）
◦国営公園の維持管理業務は植物管理、建物・工作物管理、清掃、入園料徴収、巡視・保安警備など多岐にわたり密接に関連する業務を一元的

管理方針の下で総合的な調整を図り実施する業務（民間事業者の創意工夫による一層のサービスの質の向上を図る「市場化テスト対象」）

計

通信設備等製造
◦河川の管理や道路の管理に必要な多重無線装置等の電気通信設備等を製造する業務（据付調整含む）

電気通信設備保守業務
◦通信設備、電源設備、河川情報処理設備及び道路情報処理設備等の各設備の運用状況を把握し、早期の障害発見を目的とした「点検」並びに

機能確保を目的とした「修理」、設備の正常な運転状況の「監視」を行うもの。（総評：H27から試行、H29からは基準額（38.5万SDR）を超え

ＭＰＳ業務（５箇年国債）
◦出力機器（プリンター、スキャナー、ファクシミリ等の機能を有した複合機）の賃貸借並びにこれを調達するにあたり、事務の省力化とコス

トの縮減及びＣＯ２の排出量削減を実現するため、最適配置案の作成及び出力コストの削減等総合的なマネジメント・サービスの提供を受ける



総合評価落札方式 契約状況（サーバ等賃貸借）

26

継続性なし

a
b
c
d
e

No. 件名 備考
1 5箇年国債,該当年度とも別業者

a b c d e a b c d e a b c d e a b c d e a b c d e

2 5箇年国債,各年度とも別業者
a b c d e a b c d e a b c d e

3 5箇年国債，H24は１者
a b c d e a b c d e a b c d e a b c d e

4 5箇年国債
a b c d e a b c d e a b c d e a b c d e

5 5箇年国債　H31は№4と統合

枠内の〇数字は応札者の数(欠格除く)

○囲って無い数字はR2又は直近と別業者が落札

価格競争 －緑

4 －

発注なし

（80万SDR超え） （80万SDR以下） ※80万SDR=12,000万円（R2-3邦貨換算額） 

公告期間・落札決定から履行期間までの十分な準備期間の確保
過年度の同種・類似業務の成果物等の閲覧（情報提供）
既システム又は設備等に不具合が発生した際のリスク分担の明示

令和元年度

2

【総合評価】

複数年度契約

〔凡例〕直近の競争性確保対策
資格要件の緩和

水色 総合評価

令和3年度予定調達分類 平成28年度 平成29年度 平成30年度

①
・
1

サ
ー

バ
等
賃
貸

借

クライアントＰＣ賃貸借 －

特殊車両システム用サーバ賃貸借 － ① － － －

データサーバ賃貸借 ② － － － －

セキュリティ対策サーバ賃貸借 － － － ① －

基幹業務システムサーバ一式賃貸借 － － －

　１者応札が継続している傾向は無い。

令和2年度

－

－

①

－



総合評価落札方式 契約状況（システム開発・改良、保守業務）

27

継続性なし

a
b
c
d
e

No. 件名 備考
1 H27年度2者

a b c d e a b c d e a b c d e a b c d e a b c d e a b c d e

2 R2は関東幹事、R3以降は他地整幹事
a b c d e a b c d e a b c d e a b c d e a b c d e a b c d e

3 5箇年国債
a b c d e a b c d e a b c d e a b c d e a b c d e a b c d e

4 H28から5箇年国債
a b c d e a b c d e a b c d e a b c d e a b c d e

5
a b c d e a b c d e a b c d e a b c d e a b c d e a b c d e

6
a b c d e a b c d e a b c d e a b c d e a b c d e a b c d e

7 R1は総合評価
a b c d e a b c d e a b c d e a b c d e a b c d e a b c d e

8 H29まで価格競争
a b c d e a b c d e a b c d e a b c d e a b c d e a b c d e

枠内の〇数字は応札者の数(欠格除く)

○囲って無い数字はR2又は直近と別業者が落札

価格競争 － 発注なし

（80万SDR超え） （80万SDR以下） ※80万SDR=12,000万円（R2-3邦貨換算額） 

水色 総合評価 緑

公告期間・落札決定から履行期間までの十分な準備期間の確保
過年度の同種・類似業務の成果物等の閲覧（情報提供）
既システム又は設備等に不具合が発生した際のリスク分担の明示

〔凡例〕直近の競争性確保対策

【総合評価】及び【価格競争】

資格要件の緩和

令和元年度 令和3年度予定調達分類 平成28年度 平成29年度 平成30年度

①
・
2

シ
ス
テ
ム
開
発
・
改
良
、

保
守
等
業
務

新規開発 予算執行管理システムの設計・開発業務

特殊車両申請システム運用保守業務改良・
保守等

電子入札システム運用監理業務 －

①

インターネット接続業務 － ①

－ －

－ － － －

－ －

行政情報システム運営管理業務 ①

予算執行管理システムの移行業務 ①

特殊車両申請システム改修導入業務 ① ① ① ①

① ① ①

予算執行管理システム運用管理及び保守業務
① ① ① ①

令和2年度

①

－

①

複数年度契約

－ －

①

①

　「システムの新規開発」は複数者の参加があったものの、「システムの改良・保守業務等」にあっては、１者応札の傾
向がみられる。これは「既構築システムの構成の把握が容易でないことや他者が構築したシステムに機能上の不備が存在
することが判明した場合の責任負担に対する懸念」がその要因となっているものと考えられる。



総合評価落札方式 契約状況（サーバ等購入）

28

継続性なし

a
b
c
d
e

No. 件名 備考
1

a b c d e a b c d e a b c d e a b c d e a b c d e a b c d e

（80万SDR超え） （80万SDR以下） ※80万SDR=12,000万円（R2-3邦貨換算額） 

枠内の〇数字は応札者の数(欠格除く)

○囲って無い数字はR2又は直近と別業者が落札

水色 総合評価 緑 価格競争 －

既システム又は設備等に不具合が発生した際のリスク分担の明示
複数年度契約

〔凡例〕直近の競争性確保対策
資格要件の緩和
公告期間・落札決定から履行期間までの十分な準備期間の確保
過年度の同種・類似業務の成果物等の閲覧（情報提供）

発注なし

平成30年度

2

令和元年度 令和3年度予定調達分類 平成28年度 平成29年度

①・3
サーバ等購入

次期特殊車両通行許可システムサーバ購入

令和2年度

【総合評価】



総合評価落札方式 契約状況（通信設備等製造）

29

継続性なし

a
b
c
d
e

No. 件名 備考
1

a b c d e a b c d e a b c d e a b c d e a b c d e a b c d e 「競争性確保対策」以下同様

2 多重無線装置製造
3 ディジタル端局装置製造
4 事務所①自動電話交換装置製造
5 デジタル陸上移動通信装置製造
6 超短波無線電話装置製造
7 移動型衛星通信設備製造
8 波長多重伝送装置製造
9 ローカル５Ｇ無線通信装置製造
10 映像情報共有化設備製造
11 映像蓄積設備製造

○囲って無い数字はR2又は直近と別業者が落札

発注なし

（80万SDR超え） （80万SDR以下） ※80万SDR=12,000万円（R2-3邦貨換算額） 

水色 総合評価 緑 価格競争 －

複数年度契約

〔凡例〕直近の競争性確保対策
資格要件の緩和

既システム又は設備等に不具合が発生した際のリスク分担の明示

1

【総合評価】

調達分類 平成28年度 平成29年度 平成30年度

枠内の〇数字は応札者の数(欠格除く)

令和元年度 令和3年度予定

②
・
1

通
信
設
備
等
製
造

自動電話交換設備製造
1

①

① ①

①

⑤

2

2

  当該調達は、河川の管理や道路の管理に必要な多重無線装置等の電気通信設備等を製造し、老朽化施設の更新（据付調
整）や新たな施設の整備を行うもので、継続性はないものの、当初に製造・据付した業者（特定の業者）が競争に参加す
る傾向がみられる。
  なお、競争参加資格要件として求める同種・類似実績により当該案件の製作が可能と判断できるため、競争参加資格確
認申請時に提出を求めていた「製作仕様書」を求めない試行（提出書類の簡素化：受注者のみ契約後提出）として平成30
年度に実施し、令和元年度以降、本格的に運用を実施している。
※「製作仕様書」とは特記仕様書及び特記仕様書において指定した機器仕様書で示す要求要件を満足するもの。

令和2年度

21

公告期間・落札決定から履行期間までの十分な準備期間の確保
過年度の同種・類似業務の成果物等の閲覧（情報提供）

3



総合評価落札方式 契約状況（電気通信設備保守業務）

30

継続性なし

a
b
c
d
e

No. 件名 備考
1

a b c d e a b c d e a b c d e a b c d e a b c d e a b c d e H30は資格要件緩和（グループ企業参加可）

2
a b c d e a b c d e a b c d e a b c d e a b c d e a b c d e

3
a b c d e a b c d e a b c d e a b c d e a b c d e a b c d e 「競争性確保対策」以下同様

4 事務所③電気通信設備保守業務
5 事務所④電気通信施設保守業務
6 事務所⑤電気通信設備保守業務
7 事務所⑥電気通信設備保守業務
8 事務所⑦電気通信施設保守業務
9 事務所⑧電気通信施設保守業務
10 事務所⑨通信施設保守運転監視業務
11 事務所⑩トンネル設備保守業務
12 事務所⑫電気通信設備保守業務
13 事務所⑬情報通信設備保守業務
14 事務所⑭情報通信設備保守業務
15 事務所⑮情報通信設備保守業務
16 事務所⑪通信設備保守運転監視業務 R2総合評価対象外（38.5万SDR以下）

（80万SDR超え） （80万SDR以下） ※80万SDR=12,000万円（R2-3邦貨換算額） 

枠内の〇数字は応札者の数(欠格除く)

○囲って無い数字はR2又は直近と別業者が落札

水色 総合評価 緑 価格競争 －

公告期間・落札決定から履行期間までの十分な準備期間の確保
過年度の同種・類似業務の成果物等の閲覧（情報提供）
既システム又は設備等に不具合が発生した際のリスク分担の明示
複数年度契約

【総合評価】及び【価格競争】

〔凡例〕直近の競争性確保対策
資格要件の緩和

発注なし

調達分類 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和3年度予定

②
・
2

電
気
通
信
設
備
保
守
業
務

事務所①電気通信施設等保守業務 ① ① ①

電気通信設備保守運転監視業務 ① ①

① ① ①

①

① ①

① ① ①

事務所②電気通信設備保守業務

① ① ①

① ① ①

① ① ①

① ① ①

① ① ① ①

① ① ①

① ① ①

①

①

① ① ①

② ① ①

①

①

① ① ① 2

令和2年度

①

①

①

①

①

①

①

①

1

◆従前は「点検」のみを業務内容とした点検業務を発注し、設備の「修理」に関しては、故障等が発生した都度別発注に
より対応していたが、緊急修理の必要があり別発注を行うことが困難な場合に対応するため、平成27年度からは試行的に
緊急的な「修理」を含めた保守業務を実施している。（平成27年度より本局及び一部事務所で、平成29年度より全事務所
で実施している）。
これにより総合評価の対象となる案件が複数となった。

① ① ① ①



総合評価落札方式 契約状況（ＭＰＳ業務）

31

継続性なし

a
b
c
d
e

No. 件名 備考
1 5箇年国債，H24(第１期)は2者

a b c d e a b c d e a b c d e a b c d e a b c d e a b c d e

枠内の〇数字は応札者の数(欠格除く)

○囲って無い数字はR2又は直近と別業者が落札

水色 総合評価 緑 価格競争 －

〔凡例〕直近の競争性確保対策
資格要件の緩和

複数年度契約

－ －

過年度の同種・類似業務の成果物等の閲覧（情報提供）
既システム又は設備等に不具合が発生した際のリスク分担の明示

公告期間・落札決定から履行期間までの十分な準備期間の確保

令和元年度 令和3年度予定

－ －

調達分類 平成28年度 平成29年度 平成30年度

ＭＰＳ業務 ②③・1
ＭＰＳ業務

【総合評価】
発注なし

令和2年度

①



総合評価落札方式 契約状況（車両管理業務）

32

継続性なし

a
b
c
d
e

No. 件名 備考
1

a b c d e a b c d e a b c d e a b c d e a b c d e a b c d e 「競争性確保対策」以下同様

2 車両管理業務
3 車両管理業務
4 車両管理業務 H28～30、R2は別業者

5 車両管理業務 R2は別業者

6 車両管理業務
7 車両管理業務 R2は別業者

8 車両管理業務
9 車両管理業務 H28～29は別業者

10 車両管理業務
11 車両管理業務
12 車両管理業務 H28～29は別業者

13 車両管理業務 R2は別業者

14 車両管理業務 ※R2事務所廃止

15 車両管理業務
16 車両管理業務
17 車両管理業務 R2は別業者

18 車両管理業務
19 車両管理業務 R2は別業者

20 車両管理業務 R2は別業者

21 車両管理業務 R2は別業者

22 車両管理業務 R2は別業者

23 車両管理業務
24 車両管理業務 R2は別業者

25 車両管理業務 R2は別業者

26 車両管理業務 R2は別業者

27 車両管理業務
28 車両管理業務 H28～29、R2は別業者

29 車両管理業務 H28、R2は別業者

30 車両管理業務
31 車両管理業務
32 車両管理業務
33 車両管理業務 ※H28以降本局に統合

34 車両管理業務
35 車両管理業務 R2は別業者

36 車両管理業務 ※R3以降本局に統合

37 車両管理業務
38 車両管理業務 R2は別業者

39 車両管理業務
40 車両管理業務 ※H28末事務所廃止

41 車両管理業務 ※R3以降本局に統合

42 車両管理業務 ※R3以降本局に統合

43 車両管理業務 ※R3以降本局に統合

44 車両管理業務
45 車両管理業務
46 車両管理業務 ※R3以降本局に統合

枠内の〇数字は応札者の数(欠格除く)

○囲って無い数字はR2又は直近と別業者が落札

水色 総合評価 緑 価格競争 － 発注なし

既システム又は設備等に不具合が発生した際のリスク分担の明示
複数年度契約
令和元年度 令和3年度予定

② ②

〔凡例〕直近の競争性確保対策

【総合評価】及び【価格競争】

過年度の同種・類似業務の成果物等の閲覧（情報提供）

調達分類 平成28年度 平成29年度 平成30年度

③
・
2

車
両
管
理
業
務

車両管理業務 ②

①

② ② ② ① ①

①

② ② ② ①

③ ② ② ②

② ② ①

①

2

② ②

3

①

② ② ② ①

②

③ ② ③ ②

2

③

3 3 ② ①

② ③ ① ①

②

①

② ① ② ①

3 2 ③ ①

②

①

③ ③ ② ①

② ③ ② ①

2

② ② ② ①

② ② ② ①

①

①

③ ① ① ①

② ③ ② ②

2

②

2 1 ② ①

② ② ① ①

2

2

② ② ② ①

② ② ② ①

2

2

② ② ① ①

3 ③ ② ②

①

2

① ① ② ①

③ ③ ③ ②

2

3

② ② ② ①

3 4 ② ①

②

1

2 ② ② ①

② ② ② ①

2

②

② ② ② ①

③ ④ ② ①

①

②

② ② ② ① ②

② ② ② ①

② ② ① ①

2

2

② ② ② ①

② 3 ② ①

②

3

② ② ② ②

⑤

②

② ② ② ①

③ ① ① ①

2

②

2

令和2年度

①①

資格要件の緩和
公告期間・落札決定から履行期間までの十分な準備期間の確保

2

4

② ③ ② ① ②



総合評価落札方式 契約状況（国営公園運営維持管理業務）
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継続性なし

a
b
c
d
e

No. 件名 備考
1 24③27④30⑤箇年国債

a b c d e a b c d e a b c d e a b c d e a b c d e a b c d e

2 24③27④30⑤箇年国債
a b c d e a b c d e a b c d e a b c d e a b c d e a b c d e

3 25③28④元⑤箇年国債
a b c d e a b c d e a b c d e a b c d e a b c d e a b c d e

4 25③28④元⑤箇年国債
a b c d e a b c d e a b c d e a b c d e a b c d e a b c d e

5 25③28④元⑤箇年国債
a b c d e a b c d e a b c d e a b c d e a b c d e a b c d e

－ 発注なし

公告期間・落札決定から履行期間までの十分な準備期間の確保
過年度の同種・類似業務の成果物等の閲覧（情報提供）
既システム又は設備等に不具合が発生した際のリスク分担の明示
複数年度契約

枠内の〇数字は応札者の数(欠格除く)

○囲って無い数字はR2又は直近と別業者が落札

〔凡例〕直近の競争性確保対策
資格要件の緩和

【総合評価】（市場化テスト）
水色 総合評価 緑 価格競争

調達分類 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和3年度予定

③・3
公園運営維
持管理業務

ロ号公園運営維持管理業務 － ① － －

ロ号公園運営維持管理業務 － ② － －

イ号公園運営維持管理業務 ① － － ① －

イ号公園運営維持管理業務 ① － － ① －

イ号公園運営維持管理業務 ① － － ① －

 「市場化テスト（民間競争入札）」の手続による総合評価方式一般競争入札により契約を行っており、また、創意工夫に
よる一層のサービスの質の向上（魅力度の高い提案）やコスト面（経費削減）に効果を上げている。

令和2年度

－

－

－

－

－



総合評価落札方式 契約状況（１者応札）
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【調達分類別・１者応札の状況（総合評価落札方式）】
８つの調達分類のうち、年度によってバラツキはありますが、「システム開発・改良、保守等」、「電気通信設備保守」及び「公園運営維持
管理業務」において１者応札の傾向がみられます。（赤枠内）

青：契約件数
赤：うち１者応札の数



総合評価落札方式 契約状況（低入札）
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【総合評価落札方式を採用している調達分類別・低入札の状況】
令和２年度に総合評価を実施した６５件のうち、通信設備等製造、MPS業務及び車両管理業務で３件の低入札があった。

青：契約件数

赤：低入札落札の数



車両管理業務の総合評価落札方式導入の背景
●「公用車利用の適正化に関する方針」（H20.7）において、所有する連絡車両を必要最小限の台数に
縮減するとともに、車両管理業務の発注については、すべて、平成２１年度以降「一般競争入札方式
〔価格競争〕」を適用。

→ 結果として、熾烈な価格競争により低入札案件が増加（平成23年度・４４
件中４３件が低入札）、車両管理員の運転技能や経験不足等による業務履
行の低下など、業務に支障がでる事例が多く発生

●平成２４年度から、価格のみならず「安全運転教育の実施、災害時等の迅速な参集体制の確保など、
企業の実施方針を評価する」総合評価落札方式〔除算方式〕を導入し課題の解消に取り組んでいる。

→ 総合評価落札方式を導入により、低入札対策として一定の効果が認められ
ると思料することから、平成３０年度以降、本局及びすべての事務所で実施して
いる。

36



車両管理業務の品質確保
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【車両管理業務の品質向上の検討と対策】
公共事業の円滑な推進のためには、より一層車両管理業務の品質の向上を図る必要があるとの認識のもと、従前から対策の検討を行っておりま
す。公平性・競争性・透明性を担保しつつ如何に効果のある対策を講じていくかが重要ですが、省としての制度変更や財務大臣協議を伴うものが大
多数で、現時点では実現可能な対策が少ないのが状況です。
１ 資格用件の厳格化は、競争参加者の減少又は入札不調を招く恐れがある。
２ 総合評価項目の充実、配点の見直しは、必要が生じた都度、評価項目・配点（重み）の見直しを図っている。
３ 車両管理員への安全運転教育等の実施、履行前の安全運転技術向上を目的とした研修等の実施報告、健康診断の実施状況の定期報告等
契約事項は、過年度より継続して対策を実施している。

４ 複数年度契約は、車両管理員の雇用の安定によるモチベーションの向上は、安全運転に寄与するものと考え、過年度より継続して本省に要望中。
５ 成果の検証は、業務成績評定（表）を導入し、業務の品質等に関する評定を行い、将来的な総合評価の方式等の変更協議（財務大臣）における
根拠データとすべく、業務成績の手法を検討しているもの。

【令和３年度に見直しを実施した主な評価項目】

見直し項目 見直しによる効果等

業務対象都道府県内における本店又は支店・営業所等
の有無
評価項目から削除

本支店・営業所が業務対象県内にあることが、企業の業
務実績には直結しないため、評価項目を削除した。

平成28年度以降国及び地方公共団体等との災害協定締
結の有無、災害協定に基づく活動実績の有無、契約に基
づく災害時の対応協力等の実績の有無
最大加点数　１５点→２０点
１件につき　　１点→２点

災害時の活動実績は高い評価に値するため、配点を大き
くした。

管内発注業務において生じた過去1年間（競争参加資格
確認申請書の提出期限の前月末日を基準日とする）の受
注者の責による、看過出来ない事象発生
１件につき　２減点→３減点

減点を大きくすることで注意を促し業務の質向上につなが
る。

女性の活躍推進法に基づく認定、
プラチナえるぼし認定企業を評価

『「女性の活躍推進に向けた公共調達及び補助金の活用
に関する取組指針」に基づく物品役務等の調達における
取組等について（事務連絡）』改正に伴う修正。



①資格要件の緩和【継続】
② 公告期間の十分確保及び落札決定から履行開始までの十分な準備期間の確保【継続】
③ 過年度の同種・類似業務の成果物の情報提供（閲覧）【継続】
④ リスク分担の明示（仕様書に過去のトラブルの発生状況や契約変更対象条件として、履行期
間中既構築のシステム又は設備に不具合が生じた際の責任の明示）を実施【継続】

⑤ 複数年度契約【継続】

令和３年度 実施方針（案）・検討を要する事項

【実施方針（案）】

38

【検討を要する事項】

１者応札の改善策を講じているにもかかわらず、地理的要因や入札参加者側の理由
（業務量の多寡、技術力等）により１者応札が一定程度発生している。

そのため、複数年度にわたり同一業者による１者応札が継続し、改善が見込めない
調達については、さらなる対策を講じるべく、過去の対策を講じた時期やその内容等を
個別案件毎に分析。公正性・透明性を確保したうえで、実態に応じた契約方式へ移行
することについて引き続き検討するとともに複数年契約の更なる拡大も検討する。


